
(第 7期 )

貸  借  対  照  表
(2021年  3月 31日 現在)

AS ク

科 目 金  額 科 目 金  額

(資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売   掛   金
原   材   料
貯   蔵   品
前  払  費  用
未 収 法 人 税

短 期 貸 付 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建      物

構   築   物
機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具、器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

円

(47,244,629)

35,867,718

0

20,051,291

1,583,870

545,667

316,272

2,935,819

10,434,799

11,376,911

4,322,736

400,779

1,290,445

1,850,372

1

781,139

326,164

0

326,164

6,728,011

5,128,011

1,600,000

(負 債 の 部 )

流 動 負 債

買   掛   金
未   払   金
未  払  費  用
未 払 消 費 税

未 払 住 民 税

預   り   金
賞 与 引 当 金

固 定 負 債

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

(純 資 産 の 都 )

株 主 資 本

資   本   金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

(内、当 期 純 損 失)

円

( 28,270,459)

18,989,059

6,706,414

1,254,000

6,439,038

963,097

182,500

57,010

3,387,000

9,281,400

4,970,000

4,311,400

( 18,974,170)

18,974,170

10,000,000

8,974,170

2,500,000

6,474,170

6,474,170

-8,850,338

資 産 合 計 47,244,629 甕 信 ・ 純 奮 産 合 計 47,244,629



旭化成ASテ ック株式会社
(第 7期 )

個別注記表

(重要な会計方針に係わる事項に関する注記)

3,引 当金の計上基準
(1)退職給付引当金 従業員の退職給付に備える為、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき計上している。

1 資産の評価基準及び評価方法
(1)棚卸資産
原材料及び貯蔵品………総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

2 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 (ツ ース資産を除く)・ ……・定額法

(2)無形固定資産 (リ ース資産を除く)・ ‥‥・定額法

(3)リ ース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係わるリース資産は、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

尚、リース取引開始日が企業会計基準第13号 「リース取引に関する

会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理によつている。

(2)賞与引当金…………・従業員の賞与支給に備える為、来期予算計画に基づく支給月数を
勘案し計上している。

4 その他財務諸表作成の為の基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理方法
消費税等の会計処理は、税抜方式によつている。

(2)連結納税制度の適用
連結納税制度を適用している。

(3)連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」 (令和 2年法律第 8号)において倉1設された
グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが

行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の

適用に関する取扱い」 (実務対応報告第39号)第 3項の取扱いにより、
「税効果会計に係る会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針28号 )第44項の定めを
適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

(会計方針の変更に関する注記)

該当事項なし。

(表示方法の変更に関する注記)

該当事項なし。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

1.当 該事業年度の末日における発行済株式の総数
普通株式10,000株

2 当該事業年度中に行つた来I余金の配当に関する事項
該当事項なし。

3.当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
該当事項なし。

(関連当事者との取引に関する注記)

(資産除去債務に関する注記)

当社は、所在地の土地について土地所有者との間で賃貸借契約を締結している。この賃貸借契約終了時に

当社は原状回復する義務を有している為、当該契約上の義務に関し資産除去債務を計上している。

(重要な後発事象に関する注記)

該当事項なし。

種類 会社等の名称 に対す る

の

直接所有100%

当該関連

に対する

当該関連当事者

との関係 目 期末残高

2 051

562 880

親会社
(ク

｀
ルーク
°
持株会社 )

旭化成醐 間接所有100%

1藍推器
の未決勢生_引窪議持合宿金

2,935,819 円
10.434、 799 円


